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日本語指導が必要な外国籍 ・ 日本国籍の児童 ・ 生徒の数は年々增加の一途をたどっているが, 学校現場に専門的な資質 ・ 
能力を備えた教員は極めて少ない。 学校教員の養成課程において, 「外国人児童生徒等教育」 を担える教員を養成するこ
とは急務の課題であるが, その内容や方法については, 指導実践にもとづいた知見に乏しい。 本研究では, 効果的な指導
の内容および方法を考察するため, 学校教員志望学生を対象とした科目 「日本語教育」 の中でとりあげた 「外国人児童生
徒等教育」 の効果を探った。 具体的には, 「外国人児童生徒等教育」 に関して, (1) 学生の受講前後での認識はどう変化す
るか, (2) 日本人学生と留学生の間に認識の違いはあるか, (3)小学校での取り出し授業を見学した者としなかった者との
間に認識の違いは生じるか, という三点を, 質問紙調査と自由記述により検討した。 その結果, (1) については, 言語習
得, 日本語指導, 異文化間能力に関する認識に変化が見られた。 (2) については, 受講前には言語習得と異文化間能力に
関する認識に差があったが, 受講後にその差はほとんどなく なっていた。(3) については, 見学参加者にのみ, 日本語指
導に関する認識に大きな変化が見られた。 一方で, 教育制度や学校のあり方については, 受講前の段階で, 多文化共生社
会への変化を強く肯定しており, 受講後もその認識に変化は見られなかった。 
キーワード: 外国ルーツの子ども, 外国人児童生徒等教育, 年少者日本語教育, 教員養成
Key words : children with foreign backgrounds, education for children with foreign backgrounds,
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1 . はじめに
現在, 日本の公立小学校, 中学校, 高等学校, 義務教
育学校, 中等教育学校および特別支援学校 (以下, 学校) 
には, 日本語指導が必要とされる児童生徒が43,947人在
籍しており, その数は増加の一途をたどっている (文部




あり, 学生の多くは卒業後, 県内の小学校等に赴任する。 
兵庫県内にも日本語指導を必要とする児童生徒は多いた







育 ' を実施していく ための知見としたい。 
2 . 問題の背景
2.1 外国人児童生従等の現状と国の施策
日本に 3 ケ月以上滞在する外国籍者の数は, 平成29 
(2017) 年 6 月末の時点でおよそ247万人であり (法務省, 
2017) , 過去最多を記録している。 これにともない, 全
国の学校に在籍する外国籍の児童生徒数も増え続けてお
り, 平成28 (2016) 年には80,119人と, こちらも過去最
多となっている(文部科学省, 2017a)。平成28 (2016) 
年に行われた 「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況










26 (2014) 年には, 「特別の教育課程」 により, 日本語
指導等を正規の教育課程に組み込むことが可能となった
(文部科学省, 2014)。 「教員採用等の改善に係る取組事









領, 小学校 ・ 中学校学習指導要領では, 「総則」 に, 海
外から帰国した子どもに対する学校生活への適応や, 日
本語の習得に困難のある子どもへの日本語指導を行うよ
う述べられている(文部科学省, 2017c, d, e) 。
日本が批准している 「児童の権利条約」 でも認められ






いるのは3 割程度に留まっており, 2 割程度が, 「日本
語指導を行う指導者がいない」, 「指導の方法がわからな
い」 といった理由から, 指導をまったく受けられていな
い (文部科学省, 2017a)。文部科学省は, 専門的な資質・ 
能力を備えた教員の育成は喫緊の課題であるとして, 平
成29 (2017) 年度より, 「外国人児童生徒等教育を担う
教員養成・ 研修モデルプログラム開発事業」 を日本語教
育学会に委託し, 推進している。 目下, 本校を含むいく
つかの教員養成大学 ・ 学部および自治体において, この
モデルプロ グラムの検証が行われている。
2.2 兵庫県の現状
本校は卒業生の 8 ~ 9 割が小学校を始めとする教員, 
あるいは保育士として就職しており, その就職先の多く
は兵庫県内である。 そのため, 大学での教育内容は, 必
然的に兵庫県内の状況を踏まえたものとなる。
兵庫県の在留外国人は, 平成29 (2017) 年12月末現在, 
105,613人であり (兵庫県, 2017) , 国籍別に見ると, 韓
国・ 朝鮮, 中国, ベトナムで約8割を占めており, 以下, 
フィ リ ピン, ブラジルと続く (兵庫県, 2017)。 兵庫県
内の学校に在籍している外国籍児童生徒は, 3,645人で
あり (兵庫県, 2018)。 日本語指導が必要な児童生徒は, 
平成28 (2016) 年の調査で967人である (文部科学省, 
2018a)。 母語別に見ると, ベトナム語, 中国語, フィ リ
ピン (タガログ) 語, ポルトガル語, スペイン語, 韓国・ 
朝鮮語, 英語の順に多いが, その他の言語を母語とする
児童生徒も108名おり, 一口に外国人児童生徒といって
























質 ・ 能力を備えた教員を育成することは, 喫緊の課題で
ある。 また, 教員は児童生徒に対して, 今後ますます多
文化化が進む我が国において, 多文化共生社会の一員と
して, 児童生徒の国籍や文化的背景を問わず, その異文






員養成課程における課題となっている (齋藤, 2011a; 文
部科学省, 2016)。 この点でも, 本校で外国人児童生徒




研究は, まだその蓄積に乏しい。 そのため, まずは共通
の枠組みにおける実践を積み重ねていく必要がある。 現
時点での拠り所として, 平成29 (2017) 年度に文部科学
省が打ち出した, 「外国人児童生徒等教育を担う教員の
養成 ・ 研修モデルプログラム開発事業」 がある。 この事
業は日本語教育学会に委託され, 向こう3 ヵ年計画で推
進されている。 平成29年度 「報告書」 ( 日本語教育学会, 
2018) には, 「外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・ 
研修の内容構成 (案)」 (pp 72-76) として, これまで
の研究 ・ 調査の成果を踏まえたモデルプログラム試案が
掲載されている。 その概要を表1 に示す。 このモデルプ
ログラムは, 9つの 「領域」 と21の 「内容」 から構成さ
れており, 「内容」 の各項目には, 「基礎」 「専門」 「支援
員」 の内, どの対象者が受講に適しているかが示されて
いる。 報告書には 「項目例」 も記載されているが, ここ
では割愛する。
実際の授業 ・ 研修では, これらの内容を, 対象者の特















②教育コミ ュニティ のデザイ ン< 基 











⑥社会的, 歴史的背景< 基礎・ 専門・ 
支援員> 
⑦学級経営と多文化共生教育 (周囲 
の子どもの教育) < 基礎 ・ 専門> 
⑧保護者との連携 < 基礎> 






⑪母語・ 母文化・ アイデンテイテイ < 





⑬キャリア教育と社会参画く 専門・ 支 
援員> 
授業実践力 ⑭現場での実践(現場での教壇実習・ 
参与観察等に向けて) < 専門・ 支援員 
> 




⑯日本語に関する内容< 基礎・ 専門 ・ 
支援員> 
⑰日本語指導の理論と方法< 専門 ・ 支 
援員> 
⑱個別の指導計画の立て方< 専門> 









提条件として把握する必要がある。 浜田他 (2017) では, 
日本語教育関連科日を履修している6 つの大学の学生
290名に, 6 件法の間隔尺度による質問紙調査を実施し
ている。 その結果, 教員免許取得予定者, 海外滞在経験
者, 学校ボランティ ア経験者, 外国人児童生徒へのボラ






















いものと思われる。 異なる言語的 ・ 文化的背景をもつ日
本人学生と留学生の学び合いは, 互いにとって自他の文
化を相対的に捉え直す機会となる(永井 ・ 南浦, 2014; 






課題 1 : 受講生の認識は受講前後でどう変化するか。
課題 2 : 日本人学生と留学生の間に認識の違いはあるか。 
課題 3 : 授業見学に参加した者としなかった者との間に,
認識の違いは生じるか。 








目には, 「日本語教育」 が該当する。「日本語教育」 は, 
前期に開講されている, 学校教育学部言語系コースの選
択必修科目であり, 2 年生以上が履修可能である。 後期











次に, 全15回の授業概要を述べる。 表2 は, 各回の内
容と, それに対応するモデルプロ グラムの項目である。 
「対応する内容」 の番号は, 表 1 のモデルプログラムの
それに対応する。
第 1 回では, 授業概要を説明し, 質問紙調査を行った









































第3 , 4 , 5回では, 齋藤 (2011b) をテキストに用い, 
外国人児童生徒が学校生活で遭遇し得る文化の違いや, 
アイデンテイテイ, 母語保持, 日本語習得等に起因する
問題をケーススタディ と して学んだ。 また, 自分が教師
なら, そういった状況に直面したとき, どのよう に対応
するかをグループ単位で話し合い, 発表と意見交換を行




てもらったり した。 第8 , 10, 11回では, 子どもの第二
言語習得過程や母語 ・ 母文化保持の意味, 教科における
学習言語等について, 講義主体の授業を行なった。 第12 
回では, 日本語非母語話者に対する 「やさしい日本語」
について紹介し, 実際に普段の日本語をやさしい日本語
でどう言うか考えさせる練習を行った。 第13, 14回では, 
日本語の助詞や文型について出題し (例えば, 場所名詞
に付く 「に」 と 「で」 はどう違うか) , 回答を考えさせ
た。 また, 各留学生に, 未だに使い方がはっきりとわか
らない助詞や文型を挙げさせ, グループ単位で日本人学
生に説明を考えさせた。 第15回では, 総括を行なった後, 
第 1 回と同じ質問紙調査を行った。
第 6 , 7 , 9 回目に実施した小学校の授業見学は, 当
初全員参加の予定であったが, 人数の都合上, 参加を希
望する者に限り, いずれかの回に1 回参加できることと
した。 見学に参加した者は22名 ( 日本人学生 8 名, 留学
生14名) であった4。 希望しなかった者, あるいは希望
したが日程の都合が合わず参加できなかった者には, 代
わりにレポート課題を課した。 なお, 後期の 「日本語教
育演習」 は, 前期の内容を踏まえ, 主に基本的な日本語
指導の実践能力獲得を目的として行う予定である。
4.2 受講者








第 1 回の授業の冒頭 (以下, 受講前) と, 第15回の授
業の終わり (以下, 受講後) に, 同一の質問紙調査を実
施した。質問紙は, 浜田他 (2017) を参考に, A 【コミュ
ニケーショ ン ・ 言語習得観】, B 【言語と認知 ・ 学力の
関係】 , C 【言語と文化 ・ アイデンテイテイの関係】, 





ない」(5)のう ち, 一つに0 をつけてく ださい。 このア
ンケートは, 現状をどう認識しているかを把握するため




る。 そのため, 浜田他 (2017) とは異なり, どちらでも
ない中立の回答も可能とする5 件法を用いることとした。 













い。」 と した。 
6 . 結果
回答者の内, 単位認定要件である三分の二以上の出席
を満たしており, 第 1 回の受講前と, 第15回の受講後の
質問紙調査ともに回答した受講生は28名であった。 内訳
は, 日本人学生13名 ( 3 年生 8 名, 2 年生 5 名) , 留学
生15名 (中国13名, 台湾 1名, モンゴル1名) である。 
受講前の質問紙にて日本人学生に尋ねた, 海外に3 ケ月
以上滞在したことがあるかどうか, 外国人児童生徒への
ボラ ンティ ア活動を行ったこ とがあるかどう かについて
は , いずれも経験のある者はいなかった。
この28名による質問紙調査の結果を, 自由記述の回答
も交え, 研究課題の順に述べる (全体の結果は, 論文末
尾の表12 に示す)。 質問紙調査の回答は, 各群の平均値
を出し, 比較する群間に有意差が認められるかどうかを, 














3.0 3.6 ** 
何年も日本の学校に通っていれば,
14 遅かれ早かれ日本語は母語話者並 2.6 3.4 **
に身につく。 
小学校 1 年生から日本の学校で学




20 3.1 3.8 **
る。 
この4 項目からは, 受講前に思っていたほど, 児童生
徒にとっての日本語習得が容易なものではないと考える

























しかし, 授業を受けていく と, そういったわけでは
なく, むしろ学ぼう と頑張っている人でも使えるよ












リ ミ テツド ・ バイ リ ンガルとなり, 知的発達にも悪影響

































コミ ュニケーショ ンを図ることができ, 母語や文化
を尊重する気持ちが芽生えるからである。 また, 母
語を伸ばすことにより日本語も理解しやすく なるこ
とを学んだからである。」 ( 日本人学生 E)
● 「家庭でもなるべく日本語で話すのが良いと思ったの
ですけど, 今は母語の発達も必要で, 母語の会話は





さらに, バイリ ンガル, 日本語指導に関する項目にも
変化が見られた。 
日本人の子どもと同じように, 学








22 会話ができるなら, 日本語指導は 3.5 3.9 *
必要ない。
国語の教員は日本語に詳しいので
24 3.0 3.7 **日本語指導に向いている。 
子どもは英語ができる教員が対応
25 2.8 3.4 **するとよい。
日本語指導は子どもの母語がわか























































ころ, 以下の 4 項目に有意差が認められた。 
項目 9 の数値からは, 留学生のほうが, 作文において
ひらがなや漢字などの読み書きを重視していることがわ
かる。 項目13の数値からは, 留学生のほうが, より日本
語を使う機会の重要さを強く認識していることがうかが












のことを知る機会を設けるべきだ。 1.8 1.3 * 
日本人の子どもと同じように, 学
6 校や社会のルールは守らせるべき1.8 1.1 *
だ。
日本語の力が不十分でもコミ ュニ
16 ケーシヨンがとれるよう, 日本人 1.5 2.0 *
も努力すべきだ。 
この3 項目は, 日本人学生と留学生との間に認識の差
こそあれ, 回答はいずれも1 ~ 2 の範囲内だったことか
ら, 設問の内容に対し, 比較的強くそう思う という点で
は同じ傾向であった。 項目6 について, 留学生はほぼ全




6 項目は, 受講後には, 項目16以外のすべての項目で有
意差は見られなく なっていた。 受講後には両者の認識が
近づいたようである。 受講後に新たに有意差が生じたの
は , 以下の項目 5 のみであった。 
13 
日本語の力を早く身につけるため
に, 家庭でもなるべく日本語で話3.8 2.8 ** 
すのが良い。 
日本人の同級生や先生と問題なく




24 3.9 2.8 *日本語指導に向いている。
日本語指導は子どもの母語がわか





の, 受講前から受講後の変化は, 見学参加者が, 2.8→
3.5だったのに対し, 不参加者は3.0→2.8 と, 見学参加者













とについて触れるう ちに 「日本語教育」 という もの
が自分の中で無意識のう ちに他人事ではないように









前後の比較では, 言語習得, 日本語指導, 異文化間能力
に関する認識に変化が見られた。 日本人学生と留学生の
比較では, 言語習得と異文化間能力に関する認識に差が




以上の結果を踏まえ, 考察を行う。 まず, 子どもの第
二言語習得について, 日本人学生, 留学生ともに当初は, 
その国に住んでいたら日本語は自然に身につく という認
識をもっているよう だった。 このよう な認識を抱いてい
る限り, 日本語指導の必要性, 重要性は感じられにくい。 
そのため, 子どもにとってどんな日本語が自然に身につ












また, 文化適応に関して, 設問の 「日本人の子どもと
同じように, 学校や社会のルールは守らせるべきだ。」
という項目については, 当初, 日本人学生 Gは 「学校
58 
のルールだから変えられないと思った」 と コメ ント して
















多文化を知識と して学ぶだけでなく, 他者理解, ひいて








ものと思われる。 この変化は, 浜田他 (2017) で示唆さ
れているよう に, 「知識と して得た情報を現場の実践性
として理解」 できることを裏づける。 自由記述には, 授
業見学等により, 「具体的に考えられるようになりまし
た」 「他人事ではないように思えてきた」 とあったこと






















数値がほとんど変化しなかった項目もあった。 項目1, 2, 






守らせるべきだ。」 に, 「そう思う」 傾向が強かったこと
からは, 「初めは学校のルールだから変えられないと思っ









項日11, 15, 17, 18は, 具体的な指導実践に関わる項
目だが, これらの回答にも数値に変化が見られなかった。 
指導実践については, 前期ではほとんど扱えなかったた












されているが, どのよう な受講生に対して, どのよう な
授業方法が効果的かという点の知見については, 蓄積が
乏しい。 今後, 授業実践を重ね, 検討していく必要があ
る。 
註






生徒」 「JSL (Japanese as a Second Language) 児童生
徒」 「CLD児 (Culturally Linguistically Diverse Childre 
n)」 等が用いられており, 統一されていない。
2 . 異なる文化的背景をもつ相手とのイ ンタラクシヨン
を通し, 他者理解および自己の捉え直しを図る能力で
ある。 Byram (1997) によると 「異文化間能力( Interc 
ultura1 competence)」 は, 「異文化間コミ ュニケーショ
ン能力 (Intercultural Communicative Competence)」 の
核であり, 「態度 (Attitudes)」 「知識(Knowledge)」
「解釈と関連付けの技能(Skills of interpreting and 
relating)」 「発見とイ ンタラクシヨンの技能(Skills of 
discovery and interaction) 」 「批判的文化アウェアネス
(Critical cultural awareness) 」 という5 つの要素から
構成される。
3 . 科目名は2019年度より, それぞれ 「外国人児童生徒
のための日本語教育」 「外国人児童生徒のための日本
語教育 (演習)」 と改称され, 教職支援科日として, 
全コースの学部2 年生以上が対象の選択必修科目とな
る予定である。
4 . この22名は, すべて今回の調査対象となった28名に
含まれている。 
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表12 質問項目と各回答の平均値 (各項目の数値の内, 上段が受講前, 下段が受講後) 










2.2 2.0 2.1 2.0 






1.8 1.5 1.6 1.7 






1.8 1.3 * 1.5 1.8 






1.g 1.g 1.8 2.3 







2.3 2.1 2.2 2.2 







1.8 1.1 ** 1.2 2.0 ** 






3.4 3.0 3.1 3.5 






2.8 2.3 2.4 3.2 
3.0 2.8 3.0 2.3 
9 




3.6 2.9 * 3.2 3.5 






'l l '; l 
3.2 2.8 3.0 3.0 
3.6 3.6 3.7 3.3 
11 




2.4 2.2 2.2 2.7 
2.4 2.3 2.3 2.3 
12 母語以外に言語を操れる人は賢い人だ。 2.4 
3.0 
** 
2.4 2.4 2.5 2.0 







2.7 2.0 ** 2.3 2.3 







2.8 2.4 2.6 2.7 
3.5 3.3 3.5 3.2 
15 
日本語が話せない子どもでも, 視覚的な補助やジェ 
スチヤー などで, 簡単な意思疎通はできる。 
1.8 
2.1 
1.g 1.7 1.8 2.0 






1.5 2.0 * 1.g 1.5 






2.5 2.3 2.5 2.3 






3.2 2.8 3.1 2.5 
3.7 3.2 3.5 3.0 
19 





3.5 2.1 ** 2.6 3.3 
3.7 3.7 3.8 3.2 
20 心理的に不安定でも 日本語は学べる。 3.1 
3.8 
** 
3.5 2.9 3.0 3.5 
4.0 3.7 3.8 3.8 
61 
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2.8 2.5 2.6 2.8 






3.3 3.7 3.5 3.5 
3.9 3.9 4.1 3.3 * 
23 日本語母語話者なら, 誰でも 日本語を教えられる。 3.9 
4.1 
3.8 3.9 4.0 3.7 







3.3 2.7 3.0 2.8 
3.5 3.8 3.9 2.8 * 
25 子どもは英語ができる教員が対応するとよい。 2.8 
3.4 
** 
2.8 2.8 2.8 3.0 






2.2 1.g 2.1 1.8 
2.4 2.7 2.8 1.7 ** 
注 : 1 (強く そう思う) ~ 5 (まったく そう思わない) , ウェルチの検定 (両側, ** : 1%水準, * : 5%水準) 
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